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概 要
本研究は、仮設構築型のケーススタディーである。本論文で筆者は、コモディティ化が
進行している家電業界における企業が抱える収益の低下、イノベーションのジレンマなど
の課題を解消するために、価値共創戦略の有効性についての研究問題に基づき、中国の新
鋭総合電子メーカーの小米科技とオーディオ機器メーカーの麗特多科技の2社の資料とデ
ータを整理したうえで、理論的考察を入れながら、価値共創戦略のコンシューマーエレク
トロニクス業界における戦略的意味に関する仮設構築を試みた。
コンシューマーエレクトロニクス業界のコモディティ化の進行は多くの学者が研究し、
先行研究及び統計データにより実証されている。コモディティは本来「日用品」、「一般
用品」の意味である。コモディティ化市場では参入障壁が低く差別化が困難となり、激し
い価格競争の中で企業の収益性も急激に悪化してしまう。
消費者は益々製品に関する情報を入手しやすくなっている。アマゾン、価格.comなどの
サイトで閲覧できる他ユーザーの口コミ情報はもちろん、様々な専門サイト、ＢＢＳ1の普
及により企業よりこの分野の製品を熟知する消費者も増えている。企業からの単方向のコ
ミュニケーションは益々機能しなくなる。消費者はより多く選択肢に恵まれていて、その
中から自らの意思で最善を尽くす。もはや企業の言いなりではない。まだ限定された分野
ではあるが、一部のカテゴリーにおいて消費者発のイノベーションも起こされている。今
1 ＢＢＳとは、Bulletin Board System(ブレティン・ボード・システム)の略で、掲示板の開設
者が決めたテーマに沿って、参加者が自由に投稿し、書き込みを連ねていくことで参加者同士の
コミュニケーションができる Web ページのことです（『インターネット用語辞書』より）。
日の消費者は企業との関係は従属でもない、教育し教育されるのような関係でもない。情
報の非対称性がなくなり、消費者と企業が対等的な関係になっている。
本研究で取り上げる両社はともに若い会社である。そして、極めてはやいスピードで成
長した会社である。2010年に設立された小米科技（以下小米と略す）は僅か4年でスマー
トフォン業界におけるグローバル・出荷台数ランキングで6位まで成長した。同じく、2005
年に設立された麗特多科技（通述『小不点』のため、以下小不点と略す）は当初の単一製
品から現在の多様なオーディオ機器の製品ラインを持ち、中国国内最人気のオーディオ専
門ＢＢＳでもブランド・ブログでの投稿数は約19万にのぼる2。
両社の取扱製品カテゴリーはコモディティ化が進行するモジュール化が適用する分野で
あり、すでに中国市場で激しい価格競争に陥っている分野である。しかし、両社は伝統的
な製造業と比べて桁違いの成長率を実現したとともに、ユーザーの中で高い人気を築き、
そのブランド、製品、経営者まで該当製品カテゴリーの中で熱狂的なファンが集まってい
る。両社の成功については、既存のマーケティングコンセプトでは説明し難い。従って、
コトラーがマーケティング3.0の中で提示した「価値共創の概念」を用いて、両社の事業
モデルを分析し、仮設を構築する。
結論として、両社の事業戦略の中で顧客コミュニケーションをはじめ様々な角度から価
値共創戦略の実践が見られる。そして、それらの実践は両社の競争優位に繋がっている。
以上のことから、本研究では価値共創戦略がコンシューマーエレクトロニクス業界にお
ける脱コモディティ化戦略として有用である―――つまり、両社の成功は価値共創戦略の
実践と密接な関係にあり、コモディティ化市場においては価値共創戦略は極めて有効な戦
略である―――との仮説を提示する。
2 2016年 12月 24日時点でデータ修正。http://www.erji.net/。
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1はじめに
国の経済発展とともに、個人所得が増加し、消費のスタイルも変わって行く。生産者、
流通、顧客から見れば、かつての大量生産、大量流通、大量購買が徐々にニーズへの対応、
サービス性を強調する売り方への移行を辿っても、消費者は自分に価値のあるモノしか買
わない傾向にシフトしていく。
本研究が取上げる家電業界もそうであり、「コモディティ化」、「顧客価値獲得の失敗」
などと言われてきた。激しい価格競争を繰り返すことにより、企業の収益力が低下し革新
的なinnovationが少なくなった。顧客は今まで以上に製品に対して厳しい目線で見る。そ
して、真に価値のあるモノに対してだけ対価を払う。いかなる企業努力を通じて企画し生
産された製品であっても、過剰機能と言われば売上が鈍化しプロジェクトの赤字による研
究開発費の削減という悪循環から逃げられなくなる。
これを企業側から見ると、「企業が追求する価値と顧客が感じる価値にギャップがあっ
た」のか、「商品価値の伝達に何らかの支障があってうまく伝わらなかった」のかという
ことになるだろう。
このような環境に身を置く企業は革新的な商品の開発が成功した企業や業界のトップベ
ンダーのようなよほどの技術力か企業力がある企業でもないかぎり、より顧客志向になり、
買手（顧客）に認められるような商品に基づいて適切なコミュニケーションをとるように
活動しなければならない。
そこで、本研究は近年脚光を浴びた「価値共創戦略」を理論的根拠とし、先行文献レビ
ューからの概念整理を始め、企業の顧客志向の歩みや顧客コミュニティ、顧客コミュニケ
ーションなどに焦点を当て、コモディティ化した家電市場における共創事例を２つ挙げ、
その有効性と企業、顧客にとっての効用を検討していきたい。
2第１章 先行研究の要約と文献レビュー
第1節 コンシューマーエレクトロ業界におけるコモディティー化現
象とその影響
コモディティは本来「日用品」、「一般用品」の意味である。恩蔵は（2007）は「差別
化されるべき製品においても、一般商品のように差別化が困難になっている状況をわれわ
れはモディティ化と呼んでいる」と、コモディティ化を定義した。
延岡（2006）はコモディティ化とは「参入企業が増加し、商品の差別化が困難になり、
価格競争の結果、企業が利益を上げられないほどに価格が低下すること」と定義している。
つまり、調達コスト以外に買い手にとっての魅力的な要素が少なくなり、価格競争が激
しくなって、企業間の勝負はより低い部材調達コストや人件費、オペレーション改善など
にかかっている。
かつて、自動車産業とエレクトロニクス産業は日本の貿易黒字を支えた二大産業である
と言われた。しかし、この数年、家電業界は衰退傾向が見られ、米アップル社などのよう
なヒット商品を次々生み出して業績を上げた企業を除き、日系の総合電機企業はそのほと
んどが不調である(図表 1-1～図表1-3参照)。
以下は日経バリューサーチによる日本国内の総合電機企業のパフォーマンスのまとめで
ある。資料から読み取れることは二つある。一つは業界規模がシュリンクし、特に民生用
電子機械器具では2014年の数値は2005 年の半分以下まで下落したことが分かる。もう一
つは純利益、ROE、ROAなどの項目からこの業界にある企業の平均収益力が低下したことが
分かる。他に、延岡（2006）らが発表したモノによると、日本企業をサンプルにし、全製
造業の売上高経常利益率の値に対して、電機企業と輸送機器企業の数値が大きく離れて、
電機企業のほうが大きく平均値を下回っている。図表1-5は延岡（2006）らが整理した日
民生用電気、電子機器の価格推移である。市場から見てもこれらの製品単価が大きく下落
していることは明らかである。
顧客行動の視点からにも同じような傾向が見られる。JEMA家電調査委員会（2015）の白
物家電に関する顧客調査によると、冷蔵庫、洗濯機、エアコン、掃除機、炊飯器、電子レ
3ンジの六つのカテゴリーにおいて、もし将来購入するとしたらその動機について六つとも
最も多く回答されたのは「前のモノが壊れた」である。その際重視する項目として、上位
2項目の中で六つとも「価格」が挙げられた（図表1-7参照）。
図表1-1 日本国内総合電気企業の業績推移
出所：日経バリューサーチホームページ（2016.10）
https://valuesearch-nikkei-co-jp.ez.wul.waseda.ac.jp/industry/summary
図表 1-２ 日本国内総合電気企業の株価推移 図表1-３日本国内総合電気企業の財務諸表
出所：日経バリューサーチホームページ（2016.10）
https://valuesearch-nikkei-co-jp.ez.wul.waseda.ac.jp/industry/summary
出所：日経バリューサーチホームページ（2016.10）
https://valuesearch-nikkei-co-jp.ez.wul.waseda.ac.jp/industry/summary
4図表1-4 製造業の業界平均利益率の推移 図表1-5 主要デジタル家電機器の価格推移
出所：延岡ら（2006） 出所：延岡ら（2006）
図表1-6 家電製品購入意向に関するデータ
出所：JEMA家電調査委員会（2015）
これらから、少なくとも日本国内において、延岡（2006）が定義したコモディティ化の
概念に沿って、家電という業界のコモディティ化は確実に進行しているとも言える。
さらに、なぜコモディティ化が進むのか、その要因について、延岡（2006）らは家電製
品に関するコモディティ化のメカニズムとしては、①モジュール化、②中間財の市場化、
③顧客価値の頭打ち、の三点をあげている（図表1-８参照）。
5図表1-7 コモディティ化の 3大要因
出所：延岡（2006）
①モジュール化
モジュール化に関して、藤本（2002）は以下のようにまとめている（図表1-9参照）。
製品の機能を分解して個々のサブ機能を実現するために様々な部品が組み立てられてい
る。ここでアーキテクチャーの概念として部品（部品モジュール）とそれを繋ぐインター
フェースがある。もし部品間のインターフェースは標準化され且つオープンであればそれ
はモジュラー型産業と呼べる。反対に部品が標準化されずインターフェースもクローズさ
れた場合は模倣するには困難となり、インテグラル型産業と言える。
図表1-8 モジュール化に関する説明（その１） 図表1-9 モジュール化に関する説明（その 2）
出所：藤本（2002） 出所：藤本（2002）
6図表1-8 が示した通りパソコンが典型的なモジュラー型産業である。CPU、マザーボード、
メモリ、ディスク、GPUなどが決められた業界基準により異なる部品メーカー（インテル
等）を搭載した異なるパソコン・パーツメーカー（ASUS等）から生産された商品が共同的
に働けるのは様々な標準化されたインターフェースのおかけである。ただ、パソコンの場
合CPUなどのコア部品の生産が一部の企業に集約され、所謂「内インテグラル、外モジュ
ラー型産業」である。それに対して、数多くの部品が使われ、系列工場特注品が多く、部
品間の機能が複雑に絡まっている自動車産業は典型的なインテグラル型産業である。ただ、
自動車産業でも傾向としてコスト削減効果や生産効率の向上のために、共通フレームやパ
ーツなどが採用され一部モジュラー化する傾向が見られる。
モジュラー化がコモディティ化進行に影響するのは、標準化されたインターフェースの
もとで部品モジュールを製造する企業が増え、次第に売り手の交渉力がなくなり、部品モ
ジュールの価格が製造原価近くまで下落してしまうからである。その他に、同一部品モジ
ュールの生産量の拡大とともに経験効果や規模の経済性が働き、製造コスト自体を押し下
げるなどの原因も挙げられる。
延岡をはじめ多くの研究者は家電製品、デジタル製品はパソコンを始め様々のカテゴリ
ーでこのようなことが発生していると発表した。
②中間財の市場化
2つ目の「中間財の市場化」については、モジュラー化とも関係するのはコア部品の調
達が可能となったことである。
以前、製品を生産するためのコア部品は一部の企業が独占し、それらの企業の競争優位
になっていた。しかし、市場構造や個々の企業戦略の転換により、多くの企業はそのコア
部品を外販することにした。典型的なのはCDプレーヤーのレーザーユニットやデジタルカ
メラのイメージセンサーモジュールなどがある。次第に、コアと言えども、部品の生産は
容易になり、先発企業より低コストで同じレベルの部品の生産が可能となる。LCDパネル
における台湾企業の躍進がその一例である。
中間財の市場化はモジュラー型産業を実現可能にした。例えば、今、誰かが CDプレーヤ
ー100台を生産したいなら、その主要のパーツさえ揃えば組み立ての生産ラインに流すだ
けになる。私の国ではこう言ったパーツの産業クラスターが数多く存在し、家電製品に関
しては上海を中心に南の沿海に行けばほとんどの生産財が揃えられるようになっている。
7中間財の市場化のもう一つの働きは、部品モジュールを繋ぐインターフェースの市場化
にある。ほとんど、オープンとなった業界基準は誰でもそれを使って生産活動できる。一
つの基準が事実上の業界基準になれば、コネクターなどの中間財の生産規模も大きくなり
単価を下げるようになる。
さらに、複数の部品モジュールやインターフェースをパッケージ化して市場に出す事例
も増えた。今はスマートフォンやタブレットのようなモノを生産するには特殊なスキルが
要らない時代になっている。半導体メーカーからセットの解決案を購入すればOEM（最近
はODMまで）先を見つければ、完全なるファブレスでもモノを作れる時代になった。
③顧客価値の頭打ち
顧客価値に関して延岡（2006）は、「機能的に顧客が求める価値が頭打ちすること」に
よる「機能ニーズの頭打ち」と「顧客価値が単純な機能ニーズに限定される」ことによる
「顧客ニーズの拡がりの頭打ち」の２種類があると述べた。前者は、デジタルカメラの画
素数にはいくらがあれば十分、パソコンのCPU性能よりバッテリーの時間が欲しいなどが
該当する。後者の場合はカメラは単にそこそこ見える写真を取ればいいというような考え
方に該当する。つまり、製品の本質機能3だけに注目し付加価値に対するニーズが極限まで
圧縮され顧客はいかにより低い価格で商品を買うことに多くの関心を払うことである。
本質機能とは、顧客があって当たり前と思う機能のことである。本質機能が欠ければ顧
客の不満を招くことになる。しかし、逆に言えば本質機能がどれくらい充実しても、今日
のマーケットでは顧客を満足させることができない。表層機能は顧客が必ずしも期待して
いないモノである。顧客の満足度を高め価値を感じさせるにはその表層機能の部分を充実
しなければならない。
類似した概念はカール・アルブレヒト（1993）は顧客価値を図表 1-10に示す 4段階に定
義した。
この場合もやはり、基本価値と期待価値だけでは顧客の心を掴めない。コモディティ化
した家電市場では本質機能での競争の焦点は価格に偏る。より高次元の顧客価値にシフト
することが求められる。
また、池尾（2010）は「性能の改善には、コストをともなうことが多い。したがって，
そのコストが顧客に転嫁されたときには、それを上回る価値がもたらされなければ魅力は
低下してしまう 」と過剰性能と顧客価値の頭打ち間の関係を説明している。
8Christensen（2001）もイノベーションのジレンマの中で「持続的イノベーション」では、
いずれは提供される製品の性能が顧客の求める水準を追い越し、その結果、「過剰性能」
が発生しやすいと説明した（図表1-11 参照）。
図表1-10 顧客価値の4段階
基本価値 期待価値 願望価値 未知価値
有形無形を問わず、
価値経験の中で絶
対不可欠な要因
取引に臨むにあた
り顧客が当然視す
るような要因
顧客は必ずしもそ
れがあることを期
待していないが、も
しそれがあるなら
高く評価すること
が明らかな要因
顧客の願望や期待
のレベルを超えた
モノが提供され、顧
客に驚きを持って
受け止められる要
因
出所：カール・アルブレヒト（1993）に基に筆者作成
図表1-11 破壊的イノベーションのモデル
出所：Christensen（2001）
青木（2011）は「コモディティ化問題の核心は、企業が行った差別化に対して顧客が付
加的価値を認めず、十分な対価を支払わない点にある」と企業側が提供していた過剰価値
と顧客行動における支払意向額（WTP）との関係を説明している。
9コモディティ化のメカニズムを顧客行動の側面から捉え、支払意向額（WTP）が低下する
要因として青木（2011）は「製品関与度の低下」と「製品知識・判別力の低下」の二つに
まとめた。製品関与度とは当該製品に対する顧客の思い入れやこだわりの程度のことであ
る。製品知識とは、当該製品の属性や個々のブランドの特徴などに関して顧客が保有する
知識のことである（青木、2011）。そのような製品知識に基づくブランド間の差異を知覚・
判別する能力のことを判別力と呼ぶことにする。また、これらの要因に関して、顧客の判
別力と関与度を引き上げることによって脱コモディティ化に取り組む試みが必要となる。
本節ではコンシューマーエレクトロニクス市場におけるコモディティ化のメカニズム及
び企業と顧客への影響をレビューした。そして、先行文献を踏まえて企業側がより機能ニ
ーズ以外のニーズ及び願望価値、未知価値と言ったより高次元の価値を製品に組み込むこ
とと、顧客側の判別力と関与度を引き上げることの双方向から脱コモディティ化への有力
な手段になることを明らかにした。
第 2節 顧客志向の必要性
前述のコモディティ化市場では企業からの価値提案及び顧客側の判別力と関与度を引き
上げる必要があると論じだ。つまり、リレーションシップ・マーケティングの観点から見
ると、企業は顧客志向であるべきと言える。
顧客志向の是非については、恩蔵（2007）は顧客志向の重要性について「製品開発にお
いて顧客を志向する企業は顧客を志向しない企業に比べて、顧客ニーズの捉え方において
精繊化している可能性が挙げられる」及び「顧客志向型企業は、従来よりも高度な市場調
査手法を積極的に導入している可能性が挙げられる」、「顧客志向型企業は新製品導入後
のマーケティングにおいて優れている可能性が挙げられる」の三つの優位性をあげている。
顧客ニーズの捉え方に関しては恩蔵（2007）は以下の三つのステップがあると説明した。
明言されるニーズと真のニーズに関しては従来の市場調査や営業活動により吸い上げるこ
とができるに対して、学習されるニーズは顧客自身すらわからないニーズである。「市場
に提示されて、初めて顧客が学んだり気づいたりするといった性格のモノである」とまと
めた（図表1-12参照）。
高度な市場調査手法について、「文化人類学の研究などで用いられている参与観察の手
法など、グループ・インタビューやサーベイ調査といった伝統的なマーケティング調査手
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法を補完する手法を学ぶことにより、企業はイノベーションを生み出しやすくなるという」
（恩蔵、2007）。顧客に対して、長時間且つ至近距離の観察により、社内で有用の顧客デ
ータの蓄積とそれらを分析することにより顧客満足への新しい取り組みがより可能となる。
図表1-12 ニーズの3段階
明言されるニーズ 言葉に出して語られるニーズ
真のニーズ 語られた言葉から、容易に推測できるニーズ
学習されるニーズ 語ることはできないが、次第に学習されていくニーズ
出所：恩蔵（2007）
新製品導入後のマーケティングにおいて優れている可能性は「真に価値ある製品を生
み出すためには、モノとして優れているだけではなく、顧客志向に基づいたマーケティン
グ・コミュニケーションを展開し、製品を巡るさまざまな価値情報を顧客に伝達し理解し
てもらう必要がある」（恩蔵、2007）と直結しいる。つまり、製品自体の価値と顧客が受
け止める価値の不一致が企業にとって望ましくないことである。逆に言えば、製品価値の
決定は企業側ではなく、顧客側にあるとも言える。
これまでの価値は企業により創造されるのが主流であった。企業活動の中で顧客ニーズ
を反映した商品開発をし、プロセス改善などを通じて生産性を上げて、価値認知の獲得を
得るために大規模なプロモーションをするのは普通だった。
藤本（2006）は自動車メーカーの商品開発を図表1-13のようにまとめた。自動車産業は
伝統的なすり合わせ型アーキテクチャであると言われている。メーカーはマーケットニー
ズ情報を取り上げ、技術的な要素を交えて製品のコンセプトを決める。そのあと、設計を
し、さらに試作やテスト、設計変更の繰り返しを続ける。最終的に生産を開始するには極
めて複雑で長いプロセスが必要とされる。しかも、そのプロセスはメーカー主導であり、
個々の企業内で完成されるモノである。
さらにすり合わせ（モジュラー）、組み合わせ（インテグラル）の上に、クローズドと
オープンの要素を加えて、朴（2012）は図表1-14のマトリックスを提示している。朴（2012）
は「クローズドインテグラルアーキテクチャ製品は、技術を重視するため、テクノロジー
コンピタンス優位になりがちである。他方、オープンモジュラーアーキテクチャ製品の場
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合、製品ライフサイクルが急激に変化するので、市場変化に敏感であり、カスタマーコン
ピタンスにより頼らざるを得ない」と定義している。
つまり、マーケティングの観点からにも、アーキテクチャの観点からにも、企業活動に
おいて、コンシューマーエレクトロニクス業界のほうがより顧客の声を反映しなければな
らないことになる。
図表1-13 自動車メーカーの製品開発プロセス
出所：藤本（2006）
図表1-14 製品アーキテクチャと製品開発との関係
出所：朴（2012）
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第3節 新しい価値の提案
前章の「顧客価値の頭打ち」に関しては、マーケティングにおける基本価値、便宜価値、
感覚価値、観念価値に書き換えるなら図表1-15になる。この図は和田（2002）が製品価値
を分類し、「顧客の属性分解的な情報統合の構図から言えば、供給者側からみた製品属性
ピラミッドであり、顧客側からみた価値構造である」と定義している。
図表1-15 価値の逆ピラミッド・モデル
出所：和田（2002）
ピラミッドが逆になっているのは顧客（顧客）にとっての価値構造の重要性の割合を表
している。和田（2002）によると、製品の基本価値とは製品がカテゴリーそのモノとして
存在するためになくてはならない価値のことである。つまり、一つの商品にとっての必要
条件であり、十分条件ではないのである。
便宜価値とは「顧客が当該製品を便利に楽しくたやすく購買し消費しうる価値である」。
「メーカーは流通に対して、顧客に対していかに「値ごろ感」がある価格であるかを示さ
なければならない」（和田、2002）。
感覚価値とは「製品サービスの購買や消費にあたって、顧客に楽しさを与える価値であ
ったり、顧客の互換に訴求する価値である」。従来のコミュニケーション効果としての告
知、理解、説得といったモノよりは、感覚的な心地よさとか共感性といったモノが重要と
なってきている（和田、2002）。
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観念価値は意味論や解釈論の世界での製品価値であると和田（2002）は定義している。
製品のヒストリー性、シナリオ性、ストーリー性と言った意味的価値のことである。「人
は、製品やサービスを通じて、「意味を消費する」このことなのである」（和田、2002）。
また、同じブランド論の分野では田中（2002）も基本価値，機能価値，情緒的価値，自
己表現価値とした分類をしている。いずれにしても、より高次元の価値カテゴリーを定義
している。
同じく、製品の基本機能による基本価値と区別するのは「経験価値」がある。経済産業
省（2007）は「経験価値」についてこう定義している、経験価値とは生活者の感性に働き
かけ、感動や共感を得ることによって顕在化する価値であると定義している。
山本（2014）は経験産業（Experience Industry ）について「Experience Industry の
普及した社会において、生活必需品を既に所有し、物質的欲求が満たされた人々は、モノ
の所有より、豊かな経験の欲求、知的向上意欲、嗜好の追求、娯楽の享受を求めるように
なる。 したがって、Experience Industry とは人々の経験欲求あるいは感性を満足させる
産業とも定義される」と述べた。山本（2014）によると、インフラ、基本消費がすでに満
たされた先進国ではこのような経験産業が次なる産業コンセプトとなり、Experience
Industry社会はモノの消費より体験（こと）の消費を重視する社会となる。
さらに、長沢ら（2010）は経験価値を活用した戦略とマーケティング戦略について以下
のように説明している。戦略的経験モジュール（SEM）は SENSE（感覚的経験価値）、FEEL
（情緒的経験価値）、THINK（知的経験価値）、ACT（行動的経験価値）、RELATE（関係的
経験価値）の 5 の SEM に分類した。また、それらを基づいた刺激、反応モデルがある。
「experiences」は外部からの刺激に反応して発生する「private events」である。「private
events」とは、「個人的主観的な事象・出来事」のことである」と定義している（図表1-16、
図表1-17 参照）。
山本ら、長沢らは経験産業と経験価値社会顧客への感性的な働きが有効であると提起す
る一方で、それらを実現する方法などについて明確な定義はされず、さらに経験価値の定
義自体がどのように製品に反映する部分についての記述も必ずしも十分とは言えない。
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図表1-16 戦略的経験価値モジュール
SENSE（感覚的経験価値）
FEEL（情緒的経験価値）
THINK（知的経験価値）
ACT（行動的経験価値）
RELATE（関係的経験価値）
出所：長沢ら（2010）
図表1-17 経験価値における刺激、反応モデル
出所：長沢ら（2010）
第 4節 価値共創の定義
４Pを中心としたマーケティング1.0とマーケティング2.0、マーケティング3.0の相違
点について、コトラー（2010）はその著書で図表1-18 を提示している。マーケティング
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2.0もマーケティング3.0 も顧客志向になるが、マーケティング3.0は顧客をマインド、
ハートと精神を持つ全人的存在と捉えるべきであると主張している。提供すべき商品やサ
ービスは機能的、感情的価値だけではなく精神的な部分の充足も顧客満足に影響する一つ
の要因になる。
図表1-18 マーケティング 1.0、2.0、3.0の比較
出所：コトラー （2010）
それらを可能にしたニューウェーブ技術は、顧客を単なるコンシューマーからプロシュ
ーマーに変えた。人々はソーシャルメディアを通じてほぼゼロのコストで自分の意見を発
表し交流することで一部のオピニオンリーダーが新たに誕生した。顧客は自分の意見や経
験を書き込むことで他の顧客に影響を与えることも簡単になっている。
さらに、それによる協働マーケティングの代表例はウィキペディアである。人々は自発
的にウィキペディアのサイトに書き込んで百科事典の制作に参加し、今日にいたり291言
語で執筆が行われている。このうち100万項目以上に達しているモノは13言語、10万項
目以上に達しているモノは58言語となっている（2016年 2月 11 日時点）4。ウィキノミ
4 Wikipedia:全言語版の統計（データ取得時刻：2016年 2月 11日）。
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A6%E3%82%A3%E3%82%AD%E3%83%9A%E3%83
%87%E3%82%A3%E3%82%A2
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クスとまで言われたウィキペディアの成功は協働による新しいイノベーションの可能性を
示した。ドン・タプスコット（2011）らによる著書では「オープン性」「ピアリング」「共
有」「グローバルな行動」の4つのポイントを挙げている。また、P&Gをはじめ大企業の
同じ考え方による成功事例も紹介された。
「今日のマーケターは、もはや自社のブランドを完全にコントロールすることはできな
い。今では顧客の集合知の力と競争しなければならないのだ。・・・・・・企業は今日、
顧客と協働しなければならない。マーケティングマネジャーが顧客の考えを知り、市場に
ついて知見を得るために、顧客の声に耳を傾けるところから協働は始まる。より高度な協
働は、顧客が製品やサービスの共創を通じて価値創造に中心的な役割を果たすときに生ま
れる。」（コトラー、2010）。
図表1-19 が示したように、コトラ （ー2010）は未来のマーケティングコンセプトを共創、
コミュニティ化、キャラクターの構築の3つと定義している。ここで言う共創はC・ K・
プラハラードにより提起された概念である。「製品にとって最大の価値を生み出すのは、
個々の顧客の経験の集積なのだ」（コトラー、2010）。共創活動は企業が提供するプラッ
トフォーム、顧客のカスタマイズ活動、及びそれらの活動を取り込むことによって、プラ
ットフォーム全体の価値が高まる。
図表1-19 未来のマーケティングコンセプト
出所：コトラー （2010）
コミュニティ化というのは顧客は企業とだけではなく、他の顧客ともつながるというこ
とである。企業はビジネスで成功するためにはコミュニティの支持が必要である。顧客の
コミュニティにはプール型、ウェブ型、ハブ型の3つがある。プール型のコミュニティで
はメンバー全員は価値を共有しているが、必ずしもお互いに交流があるとは限らない。彼
らを繋げるのはブランドに対する信念と強い愛着である。ウェブ型のコミュニティはメン
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バー同士の交流が活発になり、メンバー間におけるワン・トゥー・ワン・リレーションシ
ップが彼らの絆になる。ハブ型のコミュニティの顧客は強力な人物の周りに引き寄せられ、
忠実なファン層を形成するのである（コトラー、2010）。
キャラクターの構築に関しては「ブランドが人間とつながるためには、真の差別化の核
をなす本物のDNAを築く必要がある。このDNAは顧客のソーシャル・ネットワークにおけ
る当該ブランドのアイデンティティを反映したモノ」とコトラ （ー2010）は定義している。
著書の最後ではマーケティング3.0 の 10原則について語れている。それが以下である。
原則１.顧客を愛し、競争相手を敬う
原則２.変化を敏感にとらえ、積極的な変化を
原則３.評判を守り、何者であるかを明確に
原則４.製品から最も便益を得られる顧客を狙う
原則５.手ごろなパッケージの製品を公正価格で提供する
原則６.自社製品をいつでも入手できるように
原則７.顧客を獲得し、つなぎとめ、成長させる
原則８.事業はすべて「サービス業」である
原則９.QCDビジネス・プロセス改善を
原則10.情報を集め、知恵を使って最終決定を
以上、コトラーは価値共創に関する重要性とそれにおけるポイントを提示してまとめた
が、協働マーケティング、文化マーケティング、スピリチュアル・マーケティングの融合
との位置付けであるが、価値共創における価値と共創プロセスに関する定義が必ずしも十
分とは言えない。
よって、価値共創に関する多くの学者に取り上げたS-Dロジックについてレビューし、
共創における価値と共創プロセスの定義を明確にする。「これまで支配的であったグッズ
を中心としたG-D（グッズドミナント）ロジックにおいては、交換されるモノは有形財と
してのグッズや無形財のサービシィーズであったが、S-D（サービスドミナント）ロジック
においては、交換されるのは、グッズやサービシィーズ5を包含する単数形の「サービス」
と考える」（村松、2015）。
5 チョウ(2015）は「それらを区別するために、明確的な言葉遣いによる区別を優先すべきであ
る。そこで、本研究ではプロセスとしてのサービスと提供物としてのサービシィーズという表記
を採用する」。
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村松(2015)はVargoらが提起したS-Dロジックを支える10個の基本的前提と用語を図表
1-20にまとめている。
図表1-20 S-Dロジックの10の公理と基本前提
出所：村松(2015)
10 個の基本的前提の中でさらに公理と呼ばれる4つの基本的前提がある。「サービスは
交換の基本的基盤である」というのは、G-Dロジックでは交換される有形なグッズをグッ
ズとして考えるのではなく、グッズの生産に関わる人のナレッジやスキルによるモノであ
り、サービスであるとの考え方である。つまり、取引において交換されるモノは生産者に
よるサービシィーズである。「顧客は常に価値の共創者である」というのは、G-Dロジッ
クの既存世界における顧客参加型製品開発や顧客参加型のサービス提供と比べると、G-D
ロジックにおける企業が生産や流通、マーケティング活動などを通じてグッズやサービシ
ィーズに埋め込んだ価値を受身的に消費するのと違って、「S-Dロジックでは顧客やその
他の主体も価値創造プロセスの一部と見なされる」（村松、2015）。事例を上げると、デ
ジタルカメラを生産するメーカーにより販売された商品（カメラ）自体は価値を生まず、
ユーザーがその商品を手にとって思い出になるような写真を取れた時点で初めて価値が創
造される。
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「すべての経済的、社会的主体は資源統合者である」というのは、S-Dロジックでは生
産活動に従事している企業を部品開発や組み立てにおいて包有する経営資源やノウハウや
資源を統合している存在と見なす。同時に、ユーザーも同じように同様の資源同業者であ
る。カメラの例でいえば、商品スペックに関する知識、写真をとる心得、オンライン、リ
アルにおける同好者コミュニティとの交流活動などを顧客が所持する資源と知識と見なす。
つまり、社会には多様な資源を統合する存在があると定義されている。
「価値は受益者によって常に独自に現象学的に判断される」というのは、G-Dロジック
において企業から提供されているグッズやサービシィーズは市場で交換されるときに発生
する交換価値と対照的に、S-Dロジックにおける価値は「グッズやサービシィーズの使用
や経験を通じて共創されるモノである」（村松、2015)。また、S-Dロジックでは企業が提
供できるのは価値ではなく｢提案｣ のみとされ、 ゆえに企業は顧客志向となり、かつ関係
志向的になる｡ こうして創造される個別的、経験的、文脈依存的、意味内包的な価値は顧
客自らの文脈において独自に判断されるとしている（川口、2012）。文脈価値という言葉
が広く使われている。前述の内容を基づき、G-DロジックとS-Dロジックの主な区別は以
図表1-21 にまとめる。
S-Dロジックでは企業から顧客に向けた「価値提供」から、企業と顧客間の「価値共創」
へという大きな視点の転換である。しかし、村松（2015）のS-D ロジックには2つの問題
点が提起されている。一つ目は、S-Dロジックが抽象的であり、価値共創を実現すること
とマーケティング活動との間の関係性を理解することが困難である。つまり、概念的な定
義は納得できるものの、具体的なマーケティング活動をイメージし難い点がある。二つ目
は、実証研究の不足にある。とりわけ、現在の価値共創に関する研究ではS-Dロジックを
部分的に取り上げるのも少なからず存在する。S-Dロジックのマーケティング戦略とのリ
ンク及び実証研究がこれからは必要とされる。
コトラーとS-Dロジックにより提起された概念から価値共創の概念が見えてくる。以下
は価値共創に関する定義をレビューすることで次の章につながる。
村松（2015）は「価値共創は、顧客の消費プロセスで企業と顧客が相互作用することで
文脈価値を生み出すことと理解される」と説明した。
池田ら（2014）は価値共創における顧客関係を以下のように定義している。「価値共創
とは企業と顧客が中長期的な関係を築き深く理解し合う中で、予期せぬ、または期待を超
えた新しい価値を生み出すことだ。そして、共創マーケティングとは、ブランドへの支持
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（アドボカシー）を高めたり、支持者との関係の中でしか得ることのできないイノベーシ
ョンを促進する活動である」。
図表1-21 G-DロジックとS-Dロジックの比較
出所：村松(2015)
C ・ K・プラハラードら（2013）はペースメーカーの事例を挙げ、価値共創における価
値の創造を以下に定義している。「価値は製品そのモノ、つまりペースメーカーから生ま
れるモノではない。このシステムを支える通信やITからでも、医師、病院、家族、顧客コ
ミュニティといった技能の集まり、社会的ネットワークからでもない。価値は、特定のタ
イミング、場所、出来事に関係した特定の患者の共創経験から生まれるのだ」。
本節は価値共創に関するマーケティング3.0及びサービスドミナントロジックにおける
定義のレビューを行った。本研究の次の章ではケーススタディーを通じて価値共創戦略の
マーケティング戦略との関係性について実証研究を行い、既存の理論の補強を図る。
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第 2章 ケーススタディー① 小米科技
第１節 小米科技の沿革
北京小米科技有限会社（以下は小米と略する）が創立されたのは2010年 4月である。同
社は現在スマートフォン、スマートテレビ、スマート家電などをコア製品とするイノベイ
ティブな企業である。同社のビジョンは「すべての人に先進技術の楽しさを楽しむように」
である。本研究は価値共創の視点から小米の顧客コミュニケーション、口コミ型プロモー
ションなどの企業活動を分析する。
図表2-1 2013年から2015年のグローバルスマートフォン出荷台数ランキング
出所：TrendForce（2016）（筆者翻訳）
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小米はインターネット製品開発プロセス、流通を中抜きした直販体制などの経営スタイ
ルをもって、急速な成長を遂げた。スマートフォンの販売台数は2012年に 719万台を記録
し、その後2013年の1870万台、2014年には 6112万台6に登る。
図表2-1 は小米の急成長を示している。2014年に初めてベストテンのランキングに登場
し、翌年の2015年はさらに6位から5位に登った。
小米のスマートフォン市場への参入は決して市場の初期段階ではない。むしろ競争が白
熱化してからである。2012年の上位3社シェアは約54％でグローバル規模で千社に及びス
マートフォンメーカーの数7が存在していることから見ると、市場は乱戦状態にあると言え
る。更に上位にある同じ中国企業のレノボや華為と違って、小米は創立されてから間もな
い企業でありながらこの成績を遂げたことからその底力が見える。
確かに小米はその高いコストパフォーマンスと常に最新のハードウェアを搭載するコン
セプトが若者やスマートフォンマニア達の心を捕えてきた。しかし、これだけでは単なる
成長が早いスマートフォンメーカーであり、本研究の共創というテーマとしては物足りな
い。小米を選んだのは同社における「ユーザーと友だちになる」の理念に基づいて、CEO
の雷軍を含む全社員がどんなに忙しくても必ず毎日一時間以上をかけてユーザーのＢＢＳ
やソーシャルメディアへの書き込みを見て返信したり改善策をまとめたりすることが、社
内でルールになっていることからである。
第２節 小米科技の製品とサービス
小米の共創精神はその第一号の「製品」、スマートフォン用オペレーションシステム（OS）
MIUI8の開発からすでに確立されている。
同社の創業メンバーの一人である黎万強がその著作『参与感』（ユーザーを事業に参加
させる意味であり、ユーザーも企業の一員との考え方である）でユーザーイノベーション
6 小米のホームページによる。http://www.mi.com/index.html
7 スマートフォンメーカーまとめ一覧（2016/09/19更新）
http://ka-ku-yo.hatenablog.jp/entry/2015/12/08/smartphone-maker-list
8 現在のスマートフォンOSは主にアップル社の IOSとグーグル社のアンドロイドの二強がある。
ただ、アンドロイドのOSはソースコードが完全オープンであり、数多くのメーカーや個人がそ
の上にカスタマイズして独自の OSを開発している。MIUIはその一つであり、中国市場で早く
からカスタマイズ・アンドロイドOSに着手したモノとも言える。
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の事例を引用して、これからのイノベーションの主体は企業ではなくなる可能性があると
の考えを示している。
2010年 8月 16 日に正式版がアップ（MIUIの「発売」は完全無料、完全オープンの形に
なっている）された。MIUIの共創モデルは正式版がアップされた後の10人のユーザーか
ら一年後には口コミにより50万人まで拡散しただけではない。
現在に至り、MIUIの登録ユーザー（グーグルストアのように、小米も APPストア、クラ
ウドサービス、電子書籍、音楽配信サービスなどを網羅したユーザー登録制サービスがあ
る）は1.7 億人、37種の言語で作られ、156の国や地域の人に使われている9。
小米の製品は常に業界平均より半年早く最新のハードウェアを搭載するようになってい
る。MIUIに搭載されている機能も常に「イノベーター・ユーザー」の要望により進化し続
けている。しかも、製造原価に近いプライスで製品を提供している10。小米のビジネスモ
デルは本研究の主旨ではないため詳述は避けるが、同社のビジネスモデルの中核はAPPラ
ンキング11、関連パーツ12による収益であるという意見もある。
小米の目玉新製品の発表は主に年度発表会（新製品発表会とも重なる）と言われるイベ
ントで行われる。その他に、ファン集会（オフラインミーティング、）という形の地域交
流会も頻繁に行われている。オンライン上のイベントに満足せず、ファンとファン、ファ
ンと企業との交流を促進するためのである。
2011年 8月 16 日、小米の初めての製品発表会があった。小米スマートフォンの第一号
「小米1」とそれに搭載されたスマートフォンOSであるMIUIを発表した。同機は当時世
界初最速のデュアルコアCPUを搭載し、LCD やカメラも業界最新のモノを搭載した13。なお、
その価格は30,000円強にすぎないところが当時の中国スマートフォン市場にインパクト
を与えた。2012年 8月 16 日、北京の「芸術家の村」と言われたところで「小米２」が発
9 2016年 1月 5日、小米の正式発表による。
10 小米が進出するどのカテゴリーでも価格破壊が起きていると言われている。15,000円相当の
スマートフォン、2,000円相当のスマートルーター（ファミリー・通信用）、10万円未満の 60
インチ４Kスマートテレビなど様々がある。
11 近年、中国市場の APP平均ユーザー獲得コストは 3,500円相当と言われている、その広告、
ランキングはMIUIにある APPストアを通じて収入になる。
12 小米の商品ラインがモバイルバッテリーから Tシャーツまである。中国が世界工場としてな
らではの商品調達能力が見える。しかも、マネジメントコストを回避するために、小米が関連子
会社の形で関連事業を運営している。
13 NTTドコモの 2011夏モデルのサムソンGALAXY S II SC-02C、シャープ AQUOS PHONE
SH-12Cなどと同等或いはそれ以上のスペックであった。なお、世界最速は小米公式発表による
モノである。
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表された。同機はまた世界初、最速のクアッドコアCPUを搭載されたモノだった。また、
MIUIの初めての中国語のネーミング「米柚」を起用した14。 2013 年、MIUIのアンドロイ
ド4.1対応版 V５及び「小米2A」と「小米2S」を発表した。2Sは 2013 年 1月に発表され
た当時のQualcomm社からの最新型クアッドコアCPU、600型を搭載していた。2Aのほうは
当時の低価格スマートフォンにないNFC機能を搭載していた。以降の2014年、2015年で
は「小米3」、「小米4」及びその関連シリーズの発売はどれも世界初、業界最新モデルで
あり、しかも価格破壊と言われているスマートフォンを次々発表した。
小米の製品戦略はまさに「カテゴリー1位」であった。既存のカテゴリーの中で新しい
ポジションを創造する。しかも、こう言ったスペックを全面に打ち出すことは中国のスマ
ートフォン市場、特にアンドロイドOS搭載のスマートフォンに向いていると思われる。つ
まり、小米の製品戦略は中国市場、若者消費者にフィットしたと言える。
第３節 小米科技の価値共創への取組
第１項 製品開発モデル
実はMIUIが開発された何ヶ月間の中で、毎週金曜日ホームページからその週で更新さ
れたベータ版をダウンロードすることができる。同社では「インターネット開発モード」
と呼んでいる。
不完全のモノでも、BUGがあるモノでも、開発中のモノでも何か新しい機能があったら、
必ずその週の金曜日にホームページにアップされる（図表2-2参照）。当時100人のコア
ユーザーがMIUIの第一号の開発に参加した。その中にはスマートフォンマニア、プログラ
ミングの初心者など多種多様なバックブランドを持つ人が含まれている。彼らによるシス
テムに対する意見が必ず次の週の新しいバージョンに反映されるように約束されている
14 同社はネーミングにこだわっており、呼ばれやすい、覚えられやすい、グローバル展開しやす
い関連ドメイン名が登録できる状態にある。また、初期の段階でドメイン名のために 3,500万円
相当を使ったこともある。
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16。インターネット開発モードはユーザー参加型以上に企業とユーザーの二人三脚による
ものと理解される。
図表2-2 小米の週間システム開発スケジュール
月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日
開発 開発、ユー
ザー体験報
告
開発、ベー
タ版アプレ
ット予告
内部テスト ベータ版ア
ップ
出所：黎万強（2014）（筆者翻訳）
黎万強（2014）がマイクロソフトの三人チーム開発体制を比較の対象に小米のMIUI開発
プロジェクトを説明している。プロジェクトのコアはもちろん小米のソフトエンジニアで
ある。当時100人くらいのエンジニアは僅か4ヶ月足らずの時間でユーザーのニーズを吸
い上げて当時の使い勝手が悪いアンドロイドシステム17をカスタマイズし、中国の若年消
費者に歓迎されるシステムを作り上げたのは1,000万人に登るＢＢＳやソーシャルメディ
アで活躍しているMIUIのユーザー18、さらに10万人の発言する頻度が高いユーザー、中
から厳選された1,000人の内部テスト者がいる。インターネット・ゲームの開発でよく見
られる一般ユーザーより先にゲームをプレーし、BUGの修正に関わる内部テスト者が今ま
でOSシステムのような厳密性が高い仕事には適用されないと思われていた。しかし、小米
がそれらを実現した。「金曜日ベータ版」開発モデルであれば、極めてはやい速度でユー
ザーの意見や要望を吸い上げ、製品に反映し、修正するPDCAサイクルが機能するようにな
っている。一見厳密な仕事をニーズ別に小分けし、不具合やBUG があってもベータ版テス
16 MIUIは一つの企業が基礎から書き上げる「ウインドウズ」のようなOSと違って、グーグル
が基礎フレームを提供し、その上でカスタマイズする形である故、開発チームは基礎フレームの
最適化や機能の追加（アプリケーションの開発）、メニューの変更に専念できる。
17 グーグルのアンドロイドは幾度のバージョンアップを経て、現在の形になっている。Ver.2.0
や 3.0時代のものは必ずしもユーザー・インターフェース、顧客体験などにおいて優れたものと
は言えない。
18 1,000万人というのは黎万強（2014）が著作で提言した数字であり、常にシステム開発に対す
る助言や使用に関するレビューを書き込むユーザーを指す。2016年の 1.7億人のユーザー数と
矛盾しない。
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ト者であれば誰もそれは覚悟していることである。むしろ、自分たちが期待していたある
機能がこのように修正すればさらに良くなることに対する願いが彼らの原動力である。そ
して、ベータ版でその存在意味と性能が繰り返し検証された機能のみが正式版に搭載され
るようになっている。
また、注目されるのはそれらのユーザーに小米は一円も払っていない点である。つまり、
金銭的なインセンティブが存在しない。小米の公式ＢＢＳの中でユーザーは発言の頻度と
貢献度によりレベルアップする制度が導入されている19。同時に彼らを刺激しているのは
最新のスマートフォンOSを使うことと自分の意見が反映されることである。1,000人の内
部テスト者に対してはほぼ毎日アップデートのファイルが送信される。その後、一週間の
内容をまとめたベータ・バージョンがアップされ、だれでもダウンロードできるようにし
ている。見えるBUGを全部潰して、安定して利用できる正式バージョンの更新はさらに遅
く1～２ヶ月が必要とされる。
小米のユーザーを動かす原動力は、①最新のOSの利用による満足感、②公式ＢＢＳにお
ける階級制からの満足感、③小米とその製品に対する愛着による満足感、そして、④自分
の意見が製品に反映されることによる満足感の4つにまとめられる。この一連の共創プロ
セスを通じて、企業とユーザーの両方に利益をもたらしている。小米はそれらのユーザー
を「ファン」と定義し、「米粉」という愛称がつけられた20。
第２項 顧客コミュニケーション
同社は顧客コミュニケーションによるプロモーション効果を強化するために3つの促進
要因を図表2-3にまとめている。一連の顧客参加型製品開発、マーケティング活動を通じ
て「参加」することにより若者たちは自分の意見を述べる場を見つけ、同じ趣味を持つ仲
間と出会って他人に影響を与え、自分の存在感を高めることに愉悦を感じている。さらに、
その上で「話題性のある製品」、「ファンを作る」、「すべての人がメディアである」の
3つを戦略に、「発言する場作り」、「コミュニティデザイン」、「口コミ拡散するため
のイベント」の3つを戦術としている（図表2-4参照）。
19 レベルが高い会員は新作のスマートフォンを優先的に購入することや発表会への出席ができ
る。
20 小米のブランドの最後の字を取って、ファンの中国語単語の前の字を取っての造語。
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小米の共創プロセスを支えるのは、製品品質へのこだわり及びカテゴリー１位への執着、
トップからオペレーションまで製品を理解した上での顧客コミュニケーションである。「今
日の顧客は今までになく知性的で、企業の美辞麗句一つで動かせるモノではなくなった。
我々の小米ＢＢＳでもこのようなことを観察できる。顧客は購入する前に詳しく製品に関
する知識を調べて、スペック表を比較して時に信頼できる品質なのかどうかを確かめるた
めに製品の中身を掲載しているサイトを見たりする。今日の顧客は製品に関するプロであ
り、製品を知り、そして我々以上に競合製品との差を知っている」（黎万強、2014）。こ
のようなユーザーたちに製品の強みを説明するには、社員の一人ひとりは製品のコンセプ
トだけではなく、製品のスペックの細かな部分まで理解しなければならない。
図表2-3 小米の口コミ戦略における 3つの促進要因
エンジン 製品
ブースター ソーシャルメディア
動力伝達機関 リレーションシップ
出所：黎万強（2014）を基に筆者作成
もう一つ注目すべきなのは小米の1,000万を超えるユーザー（中国市場）から生まれる
ネットワークの外部性である。顧客接点や顧客資源を握る同社に対して中国伝統のインタ
ーネット企業も無視できなくなってきた。ポータルサイトとして有名なSina.com21は 2012
年での小米との共同企画において「微博」に初めて支払い機能を追加することに成功した。
それ以降も業界大手のTENCENTなどとの共同企画に成功した例が少なくない。小米の製品
により集まったファンたちはいわば一種のプラットフォームとなり、協力企業との価値共
創も実現されている。ユーザーとのコミュニケーションにおいて企業は能動的であるべき。
しかし、コントロールしようとしてはいけない。ユーザーたちは自分の趣味で集まり、コ
ミュニティとなり交流を深める。
コミュニティを作り上げる過程はユーザーたちにとっても掛け替えのない経験となり、
価値となる。ユーザーたちのコミュニティには無意識性があり、コミュニティのあり方は
21 同社は中国版の facebookといわれるウェイボオ（微博）を運営するサイトである。
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総意である。個々の企業が事前に決めるモノではない。ユーザーたちの企業、ブランド、
製品に対する愛着が物事をより良い方向に導くと信じるべき。
小米の創業者、現CEOの雷軍は「ファンがあっての小米」、「小米はファンとともに成
長する」のコンセプトを提示している。今は各都市にある小米のファンクラブ22はまさに
小米の売上に貢献するだけではなく、影響を拡大させ成長させる重要な存在になっている。
小米とユーザーのコミュニケーションは双方向でできている。共創プラットフォームで
の発言はもちろん社員からでも、ユーザーからでもできる。その他に、公式ＢＢＳや各ソ
ーシャルメディアでは小米の社員に対して話を呼びかけるシステムがある。ユーザーがそ
の気があれば、CEOの雷軍との会話も可能となる。ユーザーを企業活動にまで参加させ、
企業との一体感を強化することでユーザーの企業に対する愛着が深まるだけでなく、社員
のユーザーに対する責任感も共に強まった。ユーザーと社員の間で良い循環ができた。
コミュニティでのユーザーとユーザーのコミュニケーションも小米の成長に貢献してい
る。中国国内の文献ではこれらのことを「ファン経済」と呼んでいる。新しいウェブ技術
の発展はこれらのファンの交流をさらに活性化させた。彼らは単なる情報の受け手ではな
く、周りの人に影響し影響される存在である。
さらに、小米はコミュニティ運営にあたり、意識的にオピニオンリーダーを育てること
にも尽力している。その代表的なのは、中国屈指のソーシャルメディア「微博」での小米
のCEOである雷軍の個人アカウントのファンは1,396万人に登る23。
社内でもユーザーの書き込みから集めた個々のニーズを製品に反映するために、顕在化
されているニーズを優先的に処理するシステムができている。アップデートの情報を開示
し詳しくどのニーズがどのように反映されているのかを記入する。ニーズによって、それ
を完成するチームを2～3人の小さい単位に分割し、チームに裁量を渡して、そのニーズを
提出したユーザーとのコミュニケーションの中で完成されるものが決まる。
今日の小米はルーター、スマートテレビ、空気洗浄機、浄水器、照明など様々なカテゴ
リーに手を出している。しかし、それは関連性が低い多角化ではない。同社はIoT技術に
基づいて、スマートフォンを中心とするクラスターを完成しようとしている。短時間で市
場シェアを拡大し、その業界を震動させた影響力を持つと言える。
23 2016年 12月 15日時点。
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小米の共創活動は以下のように評価できる。「共創マーケティングとは、共創を通じて
ブランドへの支持（アドボカシー）を高めたり、支持者との関係の中ででしか得ることの
できないイノベーションを促進する活動および場（共創コミュニティ）づくりである」と
定義される。池田ら（2014）は価値共創における重要な役割を果たす共創コミュニティを
成立させるための条件を以下の6つにまとめている。
図表2-4 小米の口コミ拡散戦略
戦略 話題性のある製品 カテゴリー1位を目指して、関連性のある製品展開
ファンを作る 企業と顧客の信頼関係を築く。製品機能と情報のコミュ
ニケーションを基本的な動機つけとし、他者に影響を与
えることの誇りと実質的な利益を行動に移る動機づけ
とする。企業と顧客両方が得する持続的な関係作りを目
指す。
すべての人がメディ
アである
今のインターネット・コミュニケーションは人々は影響
し、影響される関係にある。誰が中心的な位置付けにあ
る、誰が権威のような人物になる時代ではなくなった。
小米では社員一人ひとりが情報を発信するメディアと
定義し、意味のある顧客の関心を引く多方向のコミュニ
ケーションを促進するように働かせる。
戦術 発言する場作り 製品、サービス、販売のあらゆるプロセスをオープンに
し企業と顧客、両方が参加しやすいような環境を作る。
コミュニティデザイ
ン
シンプル、有益、楽しい、信用されるをモットーにイベ
ントを企画する。
口コミ拡散 企画されたイベントに一番共感できそうな顧客群を中
心に影響を拡大される、その後、口コミにより連鎖反応
が形成され影響を拡大する。
出所：黎万強（2014）を基に筆者作成
①正しい思想と目的を持つ
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企業による場づくりの重要性を強調する一方、池田ら（2014）は「主体者は企業だが、
主役は顧客（消費者）だ」と企業と顧客の関係を説明している。また伝統的な仮説検証型
のリサーチとの役割及び企業活動における位置付けの相違点に関しては、効果を検証する
には異なる指標や時間軸が必要とされると定義している。
小米は「顧客と友だちになる」の理念や顧客コミュニケーション・デザインに関する同
社の戦略、小分けされたニーズに応じた開発チームの対応などがこの項目に該当する。
②1万～10万人のコミュニティ規模を目指す
池田ら（2014）は企業が扱う商材は一般消費財である場合、会員の質を保つ前提に会員
数は多ければ多いほど良いと言う。そうすると、相対的に上位のエバンジェリストの比率
とパワーもより大きくなると指摘している。業界にもよるが、日本市場では顧客コミュニ
ケーション、ブランディング、プロモーションなど諸機能を成し遂げるプラットフォーム
として共創コミュニティの規模は10万人規模を目指すべきであると指摘している。
規模に関しては、小米は公式ＢＢＳを通じて集めた1,000万人を超えるコミュニティは
中国の市場規模に対しても十分と言える。
③対象への関与度に応じたテーマ設定
池田ら（2014）はその著作で「共創に向く商品と向かない商品」を定義している。生活
との密接度と商品購入プロセスの楽しさの二つの軸から生活と密に接していない（必需品
ではない）商品で、なおかつ購入に関するプロセスが人々に愉悦を与える度合いの高いほ
うの商品が共創に向いている、逆の場合は向かないということである。そして、向かない
商品に対して商品の基本価値や便宜価値ではなく、感覚価値や概念価値で考えることが重
要だと指摘している。
家電製品の場合は伝統的な白物家電などには共創に向かない、デジタル家電などのカテ
ゴリーは共創に向いていると見ている。小米の製品ラインはその両方にある。スマートフ
ォンやモバイルPCなどはまさに共創に向く商品である。その他の浄水器や空気清浄機は比
較的に向かない商品になる。そして、それらの消費はまさにデザインからスマートフォン
と連動しリアルタイムで消耗品の交換頻度や現在の水道水と浄化水の不純物状況などを確
認できるまでの感覚価値を訴求している。また、APPを通じて、前述の共創コミュニティ
での口コミ拡散効果も狙っている。
④ブランドの熱心な支持を持つ顧客を集める
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「共創コミュニティで最も重要なポイントは、会員の質である」。そして「できる限り
コミュニティはブランドを熱心に支持する顧客を集める場所として維持していかなければ
ならない」と池田ら（2014）は指摘している。また、会員（ファン）たちへのインセンテ
ィブに関しては「会員へのインセンティブは、社会的欲求や自尊（承認）欲求、貢献欲求
を刺激するような精神的・情緒的インセンティブが理想的である」（池田ら、2014）。
小米の公式ＢＢＳにおける内部テスト参加者から活躍的なファン、ブランド愛好者への
影響を広がるモデルはまさに「会員の質」を高める一連の活動であった。また、ファンの
階級制やオフライン集会などのイベントを通じて、コミュニティへの帰属感を強化させ、
彼らにとっての最高のインセンティブになっている。
⑤運営担当者の設置
共創コミュニティやプラットフォームの自然発生的な成長を望んではいけない。「手塩
にかけて育てていく運用担当者の存在が必須となる」（池田ら、2014）。
小米ではCEOの雷軍をはじめ、全員が顧客サービス部門であるという理念を掲げ、担当
者となっている。
⑥安価な共創コミュニティツールの利用
クラウド社会である今日は、企業は初期投資を抑えて、SNSや現存のクラウドサービス
を利用して、共創コミュニティ、共創プラットフォームを育てる選択肢がある。
中国市場では自社のITへの投資は日本より割安であり、また、小米が選択した公式ＢＢ
Ｓは多くのネットメディアの中でも運営コストが低く抑えられるタイプである。さらに、
中国国内のメジャーなインターネット企業との連携などもその影響を拡大している。同社
の狙いによると、小米が握るユーザー資源はこれからの大きな切り札として他企業との協
力が望めるのことである。
中国国内でも事業戦略、競争優位分析、リーダーシップ、マーケティングなどのあらゆ
る面で小米が取り上げられているものの、このように価値競争の視点から小米のマーケテ
ィング戦略を分析する研究はまだ少ないと言える。同社が価値競争戦略を取っていると発
表されたことも無ければ、このような定義を下した研究もすくない。しかし、同社の顧客
コミュニケーション戦略を見ると、間違いなく多くの研究者が定義している価値共創戦略
である。小米は「ユーザーあっての小米」であることを宣言したように、同社は顧客とと
もに成長し、顧客とともに価値を生み出してきている。
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また、この節で多く取り上げている小米の公式ＢＢＳによるマーケティングに関しては
汪舒（2014）はアップル製品を中心に中国で最大規模と言われているアップル製品関連Ｂ
ＢＳの「威鋒論壇」でのユーザー活動とブランドへの忠誠度の間に存在する相関関係につ
いて定量的な分析を行った。結果的にＢＢＳでの活動はブランドへの忠誠度に大きく影響
する傾向があり、以下の５つの要素に影響されるにまとめている。
①コミュニティにおける同好者（友たち）の数
②ユーザーのインターネットコミュニティへの参与度
③ユーザー自身の性格は内面的なのか外面的なのか
④ユーザーが所属しているコミュニティの総意（ブランド支持者の割合）
⑤ユーザーとそのコミュニティでの人間関係の濃密さ
以上の５つの要素が強ければユーザーがそのコミュニティで取り上げるブランドへの支
持度が高まるとの結論だった。
小米の企業活動からは③番のユーザー自身による要素以外に、積極的にユーザーのコミ
ュニティへの参加に関与している。特に①、②、⑤に関してはオンライン上とリアルのイ
ベントを通じて強化されている。
また、村松らが提示している価値共創活動の4Cコンセプトに沿って、図表2-5のように
まとめることもできる。
図表2-5 価値共創の4Cコンセプト
価値共創の4C 内容
con-tact（顧客接点） 公式ＢＢＳ及びそのほかのソーシャルメディア。
co-creation（共創活動） ユーザー主導型ソフトウェア開発、口コミ型販促。
value-in-context
（文脈価値）
ソフトウェア開発に対する意見が反映される、高いコス
トパフォーマンス（ハイ・スペック）のスマートフォン
の利用、ブランドコミュニティへの参加からの社会的欲
求が満たされる。
communication
（コミュニケーション）
社員全員がユーザーサービス担当、ユーザーとの関係は
親しみやすく且つ対等な関係にある、イベント型コミュ
ニケーション。
出所：筆者作成
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第 3章 ケーススタディー② 麗特多科技
池田ら（2014）によって提起された共創に向く製品カテゴリーの概念により、購買プロ
セスが楽しければ楽しいほど、その製品が価値共創に向いていることが分かる。したがっ
て、上記の傾向は、コンシューマーエレクトロニクス製品の中でAV機器に分類される製品
が価値競争活動に向いていることにも繋がる。
オーディオ機器メーカーとして有名なアキュフェーズ社の斉藤氏も 「高級オーディオ
とは、もしかしたら「なくても生活に困らないモノ」かもしれません。だからこそ、お客
様との関係を大事にしていきたい」（朝日新聞、2014）と述べている。
第１節 中國のオーディオ機器産業概と麗特多科技のポジショニング
2006年から2014年までの中国のオーディオ産業の生産量推移を表したものが図表3-1
である。青の棒グラフは生産量の数値であり、赤い線グラフは昨年対比の成長率である（単
位は人民元）。
図表3-1 中国オーディオ機器市場規模及び成長率
出所：『2014年我が国の電子音響業界発展状況（2014年我国电子音响行业发展情况）』（筆者翻訳）
億人民元
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海外市場向け生産が1～2割占めているため、リーマンショックの影響をかなり受けてい
るモノの2014年は2006年の約 1.3倍と成長している。中国では電子情報産業に分けられ
ている産業カテゴリーの中で約2.7％を占めている24。 中国のオーディオ愛好者に関して
は、王雪莹(2013）は以下のようにまとめている。2010年、2011年の調査データによると
中国のオーディオ愛好者は主に30代以降に集中し、比較的安定的な収入を持っている。な
お、沿海地域に多いという特徴がある。市場のボリュームゾーンは中、低価格帯にあり、
消費者収入層は年間1～3万人民元の消費者が約3割を占めている。オーディオ機器の消費
は収入が一定のラインに達してから増えると言われているが、上記データから全国平均レ
ベルに近い中、低収入層のボリュームも大きい25（図表 3-2参照）。
また、製品を購入するにあたり、最も見ている要素としてブランド、価格、スペックの
３つがある。さらに、王雪莹(2013）の中国国内のオーディオ機材関連ＢＢＳでのアンケー
ト調査によると、約3割の消費者は愛用しているブランドを優先的に購入する傾向がある
（図表3-3 参照）。
消費者のブランド志向が強まる一方、市場全体が集中化されず、業界トップのシェアは
わずか4.16％に過ぎない。上位5社のパイオニア、JBL、ソニー、BOSS、HIVIの合計シェ
アでもわずか20.2％である。つまり、市場全体が低価格市場を中心に展開しているにも関
わらず、顧客は製品のスペック、ブランドへの関心が高い中で各企業はシェアを奪い合っ
ている状態である（図表3-4参照）。
また、王雪莹(2013）がアンケート調査の実施にあたり、利用したプラットフォーム、「オ
ーディオ機材関連ＢＢＳ」はオーディオ・マニア、愛好者が意見を交える場所として、彼
らの日常生活の一部となりコミュニティ作りの基石となっている。以下は王雪莹(2013）が
まとめている中国での「オーディオ機材関連ＢＢＳ」の中で登録ユーザー数及び投稿数（２
CHなどの掲示板サイトにおける「スレッド」に相当する、以下ではスレと表記する）の上
位9サイトに関する情報である。
本研究が取り上げるオーディオ機器産業の共創事例としては、そのランキング1位にあ
る「耳機大家壇」でのオーディオ機器のベンチャー企業の「麗特多科技」（以下小不点と
略す）を取り上げる。同社が行った一連の企業活動を観察し、整理した。同ＢＢＳは同じ
24 データは 2014年我国电子音响行业发展情况による。
25 2011年の中国、都市部年間平均収入は 21,810人民元である、データは中国産業情報網（イン
ターネット・サイト）より。
35
嗜好のユーザーが集まって討論する、アンケート調査するなどの機能の利用が可能となる。
一日平均スレ数は2000から 3000に登る。中でも数日に渡り数百の投稿が集まるスレもあ
る。同サイトの管理者は2、3人の創立者が運営をマネジメントする以外は普段の紛争介入
（サイトのユーザーも時に喧嘩する）、悪意を持つスレの削除（広告など）、クレームの
受理などはサイトユーザー同士からオーディオ機器利用経験が豊富で人望のある特定ユー
ザーを任命する形で行っている（図表3-5参照）。
図表3-2 中国のオーディオ機器・愛好者の年収分布
出所：王雪莹(2013）（筆者翻訳）
図表3-3 中国のオーディオ機器・愛好者が製品を選ぶ時が重視しているポイント
出所：王雪莹(2013）（筆者翻訳）
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図表3-4 中国のオーディオ機器市場、ブランド別シェア
出所：王雪莹(2013）（筆者翻訳）
図表3-5 中国での主要なオーディオ機器専門ＢＢＳ
出所：王雪莹(2013）（筆者翻訳）
同じサイトは製品カテゴリー、音楽同好会、個人DIY製品発表、中古取引、ブランドな
どにより幾つかのブロックに分けられている。特にブランドのブロックは時に企業の公式
サイトより多く訪問され、企業の情報発信だけではなく、ユーザーによる利用経験の投稿
から製品のアフタサービスへの対応まで幅広く使われている。
中国のオーディオ機器市場は70年代から、輸入品依頼から国産ブランドの躍進までの発
展をしてきている26。しかし、ハイエンド市場の高価格高品質と違って、ローエンド、ミ
ドルクラスでは乱戦状態になっている。同じ機能の製品でも数十倍の価格差が存在するの
も少なくない。消費者は今まで以上に製品の選別に苦労している。
26 現在ではOPPO社、HIFIMAN社などの日本市場でもよく見られるブランドが世界で活躍し
ている。
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図表3-6 中国のオーディオ機器メーカー・分類
出所：筆者作成
一方、DIY製品を購入する経験があるユーザーや自分でDIYする経験があるユーザーも増
えている。彼らはまさに「もう騙されない」人たちである。まさに、電子回路や部品に対
して基本的な知識を持ち、良し悪しを自ら判断できる人たち（プロシューマ―）である。
その他に、純粋のオーディオ機器マニアたちも通常では考えられない時間と労力をこの趣
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味に投じている。彼らもまた偽物を判別する力を持つ人たちである。情報の非対称性の溝
が埋められている。
ところが、オーディオ機器はその技術的特性により、同じ部品を使っても同じ音質にな
るとは限らない。基礎的な電気回路はすでに秘密ではない今では、音を調整するノウハウ
がますます重要である。この中で、製品の出来がどれくらいなのかの判断に大きく影響す
るブランド力が極めて重要となる。
中国のオーディオ機器メーカーは概ね図表3-6のように分類される。この中で企業行為
によるモノは前章で紹介した伝統的な自動車メーカーの製品開発プロセスに近く、共創活
動の発生は考えられにくい。また、共同起業型はクラウドファンディングに近い形で製品
立案から開発までのプロセスを行うものである。ただ、クラウドファンディングの根本で
ある資金調達機能は共同起業の発起人により機能する形が多い。その場合は、小規模生産
や単一品種が多い。部品ショップ型には、通常の製品化プロセスと違って、完成品を提供
するというより、PCB基板を含んだキットを提供する場合が多い。代理店と個人カスタマ
イズも製品が限定されてあり、企業活動やブランドというより単発的な個人レベルのもの
と言える。一般的なブランドとして扱うには難しい点がある。したがって、本節はオーデ
ィオ・マニア、ファンにより寄り添った個人企業のカテゴリーを対象とする。
第２節 麗特多科技の価値共創への取り組み
第１項 製品開発モデル
小不点は2005年に設立され、現在の製品ラインはポータブルオーディオ、CDプレーヤ
ー、USBデジタルインターフェース、DAC（デジタルアナログコンバーター）、ヘッドフォ
ンアンプ、スピーカーアンプ、電源処理といった7種類に渡る。どれもユーザーに沿って、
最新のオーディオ技術を搭載した製品と言える。小不点はその製品開発プロセスにおいて
高い技術力とユーザーコミュニケーションを活用した改良、プロモーション、ブランディ
ングを実現している。
小不点の製品開発プロセスと特徴は以下のようにまとめられる。
1.プロトタイプ、製品デザイン
39
この段階ではある程度の試作が終わるタイミングで製品に関する情報を発信する。今年
に発表された真空管アンプLD Y1（現在の同社のアンプ製品におけるブラックシープ、国
内メーカー同類製品の中でもトップクラスにある）のプロトタイプ公表スレの訪問量は
9,475回に登る27。
この段階から最終発売まで約1ヶ月が掛かっている。自分たちがこのような製品カテゴ
リーにも積極的に技術開発をしていることをアピールするとともに、類似の商品に対して
購入意向があるユーザー（ユーザーのオーディオ機器の購入に関する意思決定は数ヶ月に
渡るケースが多く、必ずしも最初に注目したモノを購入するとは限らない）の注目を引く
効果もある。
また、この段階では端子の配置などの技術以外の外観的なものに関してユーザーの意見
を聞き、場合によって仕様変更するケースもある。
2.PCBの実物（完成品ではない）を発表する
この段階に入ると試作がほぼ終わっている。最終的なBUG修正が残るものの、限りなく
正式製品に近い形になっている。
この段階ではコア部品或いは目玉部品のメーカーなどを公表することにより、スペック
に関心のあるユーザーの目を引く。また、詳細のPCB配線図を公表することにより、DIYer
或いは自作経験のあるユーザーの関心を引く効果もある。
一般的なユーザー（技術背景がない）に対して、購入意向を再度確かめ、固める狙いも
ある。度々、「何時発売するか」のような内容が質問される。
3.使用するメインの技術を紹介する
オーディオ製品における基礎研究は概ね部品メーカーの仕事である。CDプレーヤーの黎
明期のPhilips、ソニー、パイオニアのようなメーカーは差別化を図るために自社独自の
部品を開発することもある28。それでも、この時代からすでに量産品チップ（オーディオ
製品のコア部品）を使用した機材が主流だった。現在に至り、部品レベルから自社開発す
るメーカーは殆どないとも言える（逆にそれを売りにするメーカーもあるが、極めて少な
27 2016年 12月 4日に確認。http://www.erji.net/forum.php?mod=viewthread&tid=1870608。
28 PhilipsのDAC7（正確に言えば、複数のチップをセットされた解決案に近いモノ）が 90年
台前半から今でも自作機愛好者の中で人気のあるモノである。もちろん、個々の企業の独占技術
から製品と部品の同時供給までの時代の変化もあって、後期には他のメーカーの同じチップを搭
載した製品を発売していた。
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い）。すでに市販された部品をうまく組み立てる、さらにオリジナル性のある製品まで高
める応用研究がオーディオ機器メーカーの役目になっている。
したがって、こういったコア部品はそのレベルによって最終製品のできが決まるとも言
われるくらい重要である。また、DACのチップであれば、部品メーカーが公表したテスト
データ、アンプであればかつて同じ部品を搭載した銘器などを紹介することにより自社の
最終製品のポジションを高める効果がある。
4.完成品の発表、予約販売を開始する
この段階に入ると部品レベルの微調整をする可能性があるとは言え、見える修正もほぼ
終わっている。完成品を展示し、すでに変更する必要のある部分の部品リストやスペック
を公表し、発売時間などを明記した上で約2割の価格で予約販売を行う。
この段階では購入意向ではなく、実際の購入行動に移る。ユーザーの質問もより製品の
使用説明になる。自分の需要に合うかどうかを検討する人も多くいる。
なお、保証金を入金する時、実物を手にとってみることやその音質を確かめる手段がな
いため、ユーザーと企業を繋とめるのは長年に渡って築いてきた企業とブランド、経営者
に対する信頼によるものとなる。
5.下取りをする
ファンに対しての特別サービス価格体制となっている。ユーザーの買い替え頻度を促進
させるだけではなく、ブランド離れも防ぐ。
下取りの割引率は概ね中古市場の相場に近い程度で、ユーザーにとっても手間が掛から
ずに製品を購入できる29。
予約販売価格適用のため、ブランドのファンにとっては約半額で新製品を購入できる。
6.下取り品の二次販売をする
公式リニューアル品をブランドブロックや公式オンラインサイトで販売することにより、
大量の中古品が市場に出回ることを防ぐ。さらに、既存製品や新製品の値崩れも防げる。
数量が限定的なモノであるため、既存製品の販売への影響は一時的なものとなる。また、
メーカー側による不具合に対する修理、調整などによりほぼ新品同様に動作できる。
アップル社を初め、多くの会社が同じ公式リニューアル品の販売を実施したことがある。
通常の値引き販売よりブランド価値を毀損せずに実質的な低価格販売が実現できる。
29 有る品番の製品の中古相場が 5000人民元近く、下取りは 4800人民元である。
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なお、上記の事例は小不点の製品開発において単発的なモノではなく、シリーズ製品や
他のカテゴリーの製品に進出する時などもこのプロセスを活用している。
第２項 顧客コミュニケーション
上記の製品開発プロセスを踏まえて、小不点はオーディオ愛好者の中でのブランドイメ
ージを築き上げた。それによって、個人起業型オーディオメーカーの弱みであるブランド
力をある程度克服した。
小不点が狙うターゲット層はオーディオ機器の初心者から中級レベルのマニアのオーデ
ィオ機器愛好者である。オーディオ機器に対する知識と経験が十分とは言えないため、関
連のＢＢＳやウェブサイトを頻繁にアクセスする傾向がある。彼らが情報を得るためには
通常以下のような方法がある。
1.他ユーザーのレビューを見る。あるいは、質問やアンケートなどをする
活躍するユーザーが多いＢＢＳであれば、一日で数千のスレが更新される。その中で、
自分が興味を持つスレを見て、討論に参加するなどの形で知識を身につける。自分が何ら
かの質問を持つ時でもスレを発表することやアンケートを行って多くのユーザーの意見を
聞くことができる。
2.ＢＢＳの管理者（マスター・クラス）やポダブル・サイト、業界誌での有識者のレビュ
ーを参考にする
経験豊富でしかも積極的にＢＢＳ運営に参加するユーザーだけに管理者（マスター）と
それに類似する称号が与えられる（自らなりたいと手を上げて審査に合格するケースも多
い）。一般的には彼らは長年オーディオ機器を研究し、高価な機材を所持している。彼ら
のレビューは極めて参考にする価値があるものとして愛読されている。彼らの発言により
ある製品の購買ブームを引き起こしたこともある。
彼らは市場におけるオピニオンリーダーとなっている。企業は彼らを籠絡するために時
に無料で機材を提供することもある。一部の人はこのような形で利益を得ている。しかし、
大部分のオピニオンリーダーはこの趣味において人望を持ち、公平な評価をすると多くの
一般ユーザーは信じている。
3.リアル店舗にて自分の耳で確かめる
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ネットチャネルが発展している今日、リアルチャネルが持つ重要な役割として実物を触
ることができるという点がある。複数ブランドの製品が同じ店舗で並ぶことにより、ユー
ザーがそれらの比較ができる。また、リアル店舗のオーナー（経営者）の大半が同じ趣味
を持つ仲間として尊敬されている。彼らからの助言も大いに役に立つ。また、ニッチ市場
であるため、北京、上海などの一部の地域以外には同じ街にある店舗数は限られている。
特に、初心者に対しては交渉力が強い。
4.地域の同好会に参加し、リアルで情報交換をする
通常、販促活動を重ね各地域で年数回、オーディオ機器の同好会が行われる。主催者は
時に販売店、時にメーカー、時に自発的なものもある。オーディオ機器に凝り始めると膨
大な金銭、時間、労力を要することになる。いい機材でいい音楽を堪能するのは当然、至
高の喜びであるが、ユーザーが機材に投じる資金はユーザー自身の経験となり、精神的な
満足度も向上される。
地域同好会というコミュニティはＢＢＳやソーシャルメディアでのコミュニティより、
人と人が深く繋がっている。機材の貸出や売買まで行って、ともに機材を堪能するレベル
を上げると仲間のような関係になってくる。
それら以外にも近年、7日間理由なしで返品できるシステムやメーカー主催の保証金付
き試用などがある。
中国は国土面積が広いため、全国的なロジスティック・システムを維持するには膨大な
コストがかかる。そのため、もっとも見られるやり方は3級から4級の階層を作って、地
域別単位で徐々に卸して行くというやり方である。しかし、このやり方はメーカー側の資
金は消耗しないかわりに、最終販売価格の高騰につながる。ローエンド、ミドルクラスを
狙う小不点には不向きである。小不点だけではなく、個人企業型の多くは北京、上海のよ
うな所謂「一線都市」に代理店契約をし、そのほかの市場バリューが小さい町ではオンラ
イン上の販売をメインにする。
この場合、個々のメーカーが使える宣伝費用から考えると競争が激しいB2Cプラットフ
ォームでの検索ランキングに投資するのは難しい。各メジャーＢＢＳでの宣伝に頼ってい
るとも言える。このような販売体制には価格コントロールがしやすいメリットもある30。
故障率という観点から見ると、小不点は決して優秀とは言えない。企業規模の制限によ
り開発及び製造などのプロセスの管理がより困難であり、開発に使える資源も大手には及
30 中国には「再販売維持法（再販法）」のようなモノがあるものの、性質と規制の厳しさが違う。
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ばない。発売してからの品質管理のための調整をする例もある。しかし、これは小不点だ
けの問題ではない。欧米の老舗オーディオ機器メーカーも同じような問題が見られる。こ
の業界で大手のコンシューマーエレクトロニクスメーカーでなければ、手作業で組み立て
るほうが圧倒的に多い。
アフターサービスに関しては海外メーカーなら通常代理店任せになる。特に代理店変更
の時期にはアフターサービスが機能しなくなるデメリットがある。小不点のアフターサー
ビスは公式オンラインショップのアカウントやメジャーＢＢＳのメーセージを通じて機能
する。特に本研究が取り上げる「耳機大家壇」では経営者自ら定期的にＢＢＳにあるスレ
に返事をして修理を受付ける。ユーザーによる故障でも、何年経っても基本、無料で修理
するスタンスはユーザーからの信頼を得た。
オンライン上の顧客コミュニケーション以外にもリアルでのイベントを通じて顧客との
信頼関係を深めている。特に近年、企業の成長とともに発祥の地である深センでの同好会
の開催に参加、主催することで小不点のブランドイメージは高まった（図表3-7～図表 3-9
参照）。2015年の同好会の参加者は700人に登る。出展の企業数は国産メーカーを中心に、
代理商（B2B）、代理店（B2C）、海外メーカーを含む28社。小不点は主催者として運営に
参加した。当日は多くのユーザーがブースに訪れた。その中には、現在も小不点の製品を
愛用しているユーザーも多い。
日本でも類似するイベントは今年10月東京中野で行なわれた「秋のヘッドフォン祭
2016 」がある。「100社以上のヘッドフォンメーカー・販売会社が一堂に会するオーディ
オ界の一大イベント」と主催者は云う。このようなイベントを通じて、企業とユーザー、
企業と企業、ユーザーとユーザーの間でコミュニケーションする場となり、ブランドの理
念や製品の優れた所を宣伝するだけではなく、ユーザーにとっては自分が今まで堪能した
ことのないいい音と出会う機会となり、経験価値となる。
筆者が「耳機大家壇」のアカウントを登録したのは2007年であった。そして、数多くの
イベントに参加した。また、DIYerとして最初のDIY 用キットなどを併売している頃から
現在のオーディオ機器全般を網羅する製品ラインにまで発展した小不点を見てきた。
オーディオ機器の趣味には段階性があって、投入できる財力と知識の増加ととともに、
より高いレベルの製品を求める傾向がある。ポジション及び企業規模の制限により、小不
点はすべてのユーザーをカバーすることは到底できない。残念ながら、今の小不点はオー
ディオ機器愛好者たちにとっての「通過儀礼商品」（永井、2010）である。
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図表3-7 深センでの同好会の様子①会場の様子 図表 3-8 深センでの同好会の様子②小不点のブース一角
出所：耳機大家壇、http://www.erji.net/forum.php?mod=viewthread&tid=1936444
出所：耳機大家壇、http://www.erji.net/forum.php?mod=viewthread&tid=1936444
図表3-9 深センでの同好会の様子③会場の様子
出所：耳機大家壇、http://www.erji.net/forum.php?mod=viewthread&tid=1936444
しかし、それは小不点の製品や経営者である楊氏に抱いている感情とは別のことである。
ビジネススクールを卒業しても中学の友たちとの友情は深いと同じだ。ブランドや経営者
に対するイメージがポジティブである限り、その愛用者たち、愛用した人たちは周りの同
好にそれを勧めるだろう。
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小不点の4Cコンセプトは、図表3-10 のようにまとめることができる。中国のオーディ
オ機器市場では類似する戦略を遂行する企業も多いが、小不点ほど経営者個人及びブラン
ドに対する熱い支持がない。持続的な双方向に渡る顧客コミュニケーションならではの効
果とも言える。
図表3-10 麗特多科技の4Cコンセプト分析
価値共創の4C 内容
con-tact（顧客接点） 耳機大家壇を始めとする専門ＢＢＳ、公式オンラインシ
ョップ、地域同好会。
co-creation（共創活動） ユーザーの意見を反映した製品開発、オーディオ機器の
パフォーマンスを上げるためのテクニックの共有。
value-in-context
（文脈価値）
限られた予算の中で満足できる音楽を堪能する。
communication
（コミュニケーション）
経営者による高度な顧客コミュニケーションの実現。
出所：筆者作成
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第 4章 結論と若干の考察
第１節 他研究分野から見たユーザーによるイノベーション
マーケティング戦略以外の分野からユーザーによるイノベーションを説明した文献には、
小川進『ユーザーイノベーション』（2013）や小笠原治『メイカーズ進化論』（2015）、
クリス・ アンダーソン『MAKERS―21世紀の産業革命が始まる』（2012）などがある。マ
ーケティング3.0がこれからのマーケティング戦略のあり方を定義したのであれば、上記
著作はこれからの社会、企業と消費者の関係のあり方を提示している。
『MAKERS―21世紀の産業革命が始まる』ではクラウドファンディング、３Dプリンター
など技術及び先行条件普及により、伝統的な企業活動と全く違うモデルでモノの企画、生
産、販売が行われる光景を紹介している。大企業のように資金調達や設備投資、モノづく
りのノウハウなどがないとしても、個人の才覚やアイデアひとつでモノを作り、大ブーム
を引き起こせることが可能となっている。
図表4-1 はクリス・ アンダーソン(2012)が提示した企業とMAKERS によるモノの生産モ
デルの違いである。ニーズが極めて多様化、繊細化している今日ではMAKERS 式のモノづく
りはよりそれらのニーズに応える形でイノベーションを実現する。
『メイカーズ進化論』の作者である小笠原はDMM.make AKIBA のプロヂューサーの一人で
ある。DMM.make AKIBA は秋葉原にあるメイカーズのための加工機械と作業スペースの共有
を目的とするプロジェクトである。本の中で「モノが売れる」「モノが作れる」「モノゴ
トで稼ぐ」の3つの部分に分けてモノづくり産業の未来像を描いている。「モノが売れる」
の部分は同じくクラウドファンディングなどによる予約販売式ビジネスを紹介し、クラウ
ドファンディングにおける買い手と売り手の間で生まれる相互作用を提示している。また、
生産モデルからにも、メイカーズと企業の違いについて、大企業の場合は調達コスト、最
低生産ロット、ロジスティック・システムの維持、人件費などの制限により「成功した事
例をパターン化して、大量の人員リソースと資金を用いて金太郎飴のように繰り返す」こ
としかできず、クリエイティブなモノやオリジナリティのある製品を生産することが難し
いと述べている。「モノが作れる」の部分はモジュール化、セットアップ、３D プリンタ
ーの3つのキーをあげて、メイカーズ発イノベーションの可能性と必然性を論じている。
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図表4-1：伝統的生産モデルと３Dプリンターを用いた生産モデルの比較
出所：クリス・ アンダーソン(2012)
また同著ではモノづくりにイノベーションをもたらした3つの世代を定義している。第
1世代は伝統型なモノづくり企業のことで、社内で経営資源を統合し製品を企画、開発す
るソニー、パナソニックのような旧来の伝統的な大手企業を指す。第2世代はモジュール
化以降に登場したセットアップメーカーのことである。日本市場でも大人気の米GoPro社
や中国のDJI社などが該当する。既存の技術にイノベーションを起こすことだけに専念す
るのではなく、技術の組み合わせや新しい用途の提案からイノベーションを起こすのであ
る。そして、IoT技術を活用したメイカーズたちを第3の世代と定義している。
「モノゴトで稼ぐ」の部分ではIoT 技術を活かした技術と生活の融合によるスマートな
家電製品が紹介された。製品がインターネットに接続し自主的な学習を行って生活をより
便利にする。さらに、高度な情報統括により、モノを売る製造業のではなく、目的に応じ
たコトを売るサービスで展開されることが予想されている。
「ユーザーイノベーション」では「製品を使うことで便宜を得るプレーヤー」のことを
ユーザーと定義し、「イノベーティブの民主化」の観点から製品やサービスの作り手であ
るメーカーではなく、使い手であるユーザーによるイノベーションの可能性を述べている。
使い手の消費者が製品を利用する過程で不満を感じ、製品創造、改良、用途開発などを行
い、組織の境界を超えたイノベーションが実現されている。つまり、製品を選択、購入す
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るイノベーションの受け身だけでなく、消費者もイノベーションを行う能動的な存在であ
る。さらに、イノベーションを行ったユーザーが起業する事例が紹介され、彼らは「ユー
ザー企業家」と呼ばれている。小規模とは言え、今まで満足されなかったニッチ市場にお
けるニーズまでもが満たされるようになった。大企業との共存を図った釣具業界における
ユーザー企業家の成功事例が紹介され、ユーザー企業家だからこそできる企業家個人が得
意とする釣りに関するスキルと密接に関連した製品開発及び顧客コミュニケーションが可
能となる。大企業との直接的な競争を仕掛けるのではなく、市場の補完的位置付けであり
ながら消費者のニーズを満足し産業全体の活性化に貢献する。
上記文献では生産者と消費者の新たな関係性を提示した。それらを踏まえて、今、マー
ケティング戦略以外の分野からもユーザーによるイノベーションに関する内容が論証され
ている。価値共創戦略における「顧客は常に価値の共創者である」の概念と一致している。
より多様化したニーズに対応するために企業がよりこれらのイノベーター的な消費者を
取り込んで、池田ら（2014）が定義しているように、①企業から提供された共創プラット
フォームがはじまる場作り、②ブランド忠誠度の高いユーザーが集結されたコミュニティ、
③ユーザーの意見をリアルタイム且つダイレクトに反映する社内システムの構築の3点が
必要とされる。
本研究で取り上げている2社はまさにユーザーイノベーションの実践者であるといえる。
小米の「金曜日ベータ版」システム開発モデルや小不点の専門ＢＢＳからの情報収集によ
る新しい製品開発モデルが上記理論に該当する。特に小不点の場合は小川（2013）が定義
した「ユーザー企業家」とも極めて近い。両社は製品開発だけではなく、プロモーション
及びユーザーコミュニティの建設にも力を入れている。両社の企業活動から見て、本研究
の中で定義された「価値共創戦略の実行者」そのものであるといえる。
第２節 本研究の示唆及び貢献
本研究では、近年、コンシューマーエレクトロニクス業界がコモディティ化の進行の影
響を受け製品価格及び企業収益の下落の打開策として価値共創戦略を挙げ、それに対して
の事例研究を行った。本研究はすでに一定の数の事例研究が蓄積されている先進国市場に
対してではなく、平均所得が比較的に低い中国でのケース分析に着目したことに意味があ
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ると考える。つまり、価値共創戦略のコンシューマーエレクトロニクス業界に対する有用
性と新興国市場に対しての有用性、両方について提示した。
第1章において
①コモディティ化の要因及びその影響
②企業は顧客志向であるべき
③企業はより高次元の顧客価値を目指すべき
④価値共創戦略の定義
の4つの概念に関する先行文献についてレビューを行った。
価値共創の概念はまだ未完成で、価値共創戦略に関する実証研究の積み重ねが課題とな
っている。価値共創戦略の適用範囲はサービス業のみならず、製造業にも適用できると定
義したものの、数少ない実証研究の中で製造業、特にコンシューマーエレクトロニクス業
界に関する実証研究はまだまだ少ないことが分かった。
第2章と第 3章おいて、中国のスマートフォンメーカーである小米とオーディオ機器メ
ーカーである小不点の2社をケーススタディーの形で取り上げた。2社の共通点としては、
①ユーザー・コミュニティが形成された
②双方向の顧客コミュニケーションを実現した
③コミュニティ内のユーザー活躍度が高い
④オピニオンリーダーが存在する
⑤企業がコミュニティ内のコミュニケーションに積極的に参加している
⑥ユーザーとユーザー、企業とユーザーの間で深い絆で繋がっている
⑦ユーザーの意見にリアルタイムで回答し、それらを製品に反映するフィトバッ
ク・システムが機能している
⑧共創活動が持続的に行われている
の8点がある。この8点は本研究がケーススタディーを通じてまとめた価値共創活動を成
功するための要素である。
また、ケーススタディーからは上記の8つの要素を通じて価値共創を成功させるために
は基礎となる優秀な製品が必要である。価値共創は企業のマーケティング活動の一環とし
て位置付けられる。価値共創活動を通じて、企業はより顧客のニーズを反映された製品開
発、顧客との間は信頼関係が生まれる。しかし、優秀な製品がなければ、いくら顧客との
コミュニケーションを強化としても、反応してくれるには限らない。つまり、価値共創戦
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略は企業の製品開発力、技術力の補完的な戦略であり、それらの欠如を埋めることはでき
ない。
そのほかに、本研究では中国市場においては専門ＢＢＳが村松ら（2015）が定義してい
る「⑥安価な共創コミュニティツールの利用」として企業の価値共創活動に大きく貢献し
ていることわかった。
第 3節 本研究の課題（むすびに代えて）
以上の論議に基づき、本研究には以下のように、幾つの課題があると思われる。
まず、本研究は価値共創戦略がコンシューマーエレクトロニクス業界における有効性を
提言することを目的とし、中国の2社を用いてケーススタディーを行った。2社の資料、
データ及び長年の筆者による観察を用いて、理論的考察をいれながら、仮設を構築した。
しかし、今後価値共創戦略に対する理論的な検証はまだ必要である。
また、価値共創戦略のマーケティング活動におけるポジション、目標、基準に関する仮
説の構築を試みたが、価値共創を実行するための企業内部要因については、まだ不明瞭で
ある。価値共創活動を支えるビジネスモデルなどについての論議も不十分である。その理
由として、本研究におけるケーススタディーの対象となる2社は歴史が浅く、成長中の企
業であり、戦略策定、実行はカリスマ経営者個人の知見によるものが多い。価値共創を企
業の組織に定着し、さらに一般的に白物家電と言われる価値共創戦略に不向きのカテゴリ
ーにも応用できるのかについて検討する必要がある。
最後に、より広範囲の定性的、定量的な研究を通じて、価値共創に関するより普遍的な
理論を構築し、検証するのを今後の課題にしたい。また、いかなる企業活動がより価値共
創的な行動をしやすくするのか、価値共創戦略に相応しいビジネスモデルについての探求
もこれからの課題となる。
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